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本稿は、2011年10月初旬までに作成し、10月末に法制審の一部委員（学者委員）に郵送したものである。
ここに掲載するに当たり、本文は修正せず、補足を要する点につき枠を設けその中にコメントを追記した。


法制審議会会社法部会への問題提起
法制審議会会社法部会（以下「法制審」）の議論についてようやく最近レビューしてみたところ、議論の出発点やプロセスに看過しがたい違和感を持った。

そこで、中間試案がファイナルになる前に、問題点を提起しておきたく本稿をしたためるものである。

本稿の目的は、法制審の議論の問題点や、議論に上っていない課題を指摘することであり、対案は必ずしも提示しない（見直しは今後の法制審に任せる）。

また、当然ながら、本稿はアマチュア法律屋個人の意見であり不完全ではあろうし、私の所属企業の立場・意見とは独立したもの（むしろそのような立場と相反する意見を含む）であることを申し添える。

なお、本稿は、第11回までの議事録と第13回までの部会資料に基づいている。

本稿では、以下の項目について順に述べていくこととしたい。

第一に、結論からのトップダウンゆえに、バランスの考慮や問題点の特定が不足している（広すぎる・狭すぎる）ものの指摘である。

第二に、その他、異なる観点があると思われるものの指摘である。
第三に、その他議論に上っていない課題の提言である。
I.　 トップダウンの問題

１．トップダウンの問題総論
現在の法制審の議論の最大の問題点は、民主党の公開会社法の諸施策を出発点としたトップダウン議論であることである。

本来あるべきプロセスは、「問題事象を洗い出す→その原因を絞り込み、かつ抽象化する→解決の選択肢を考え比較衡量する→最善のものを選択する・・・」というものである。しかるに、法制審の議論は、民主党において選択された施策を出発点にしているため、真の問題の洗い出し、ひいては原因の絞り込みや抽象化が不十分で、結果として狭すぎるまたは広すぎる問題意識から最適解を選ぼうとしているのである。
特に、会社・債権者・株主相互間のバランスの考慮が不足している傾向がある。

「子会社債権者の保護が不足していないか」という議論をするときは、子会社・子会社債権者・子会社株主・親会社・親会社債権者・親会社株主の保護を見比べて、子会社債権者の保護が相対的に不足しているかを判断しなければならない。「子会社債権者に重大な問題が発生しているから保護しなければならない」という議論では不十分なのである。

たとえば、持ち株会社の債権者は、グループの清算の際には子会社の債権者に劣後し、子会社の株主と同順位となる不利がある。一方で、子会社債権者は、子会社が親会社に著しく多額の配当を行えば、十分な回収引当を得られないことがあり得る。

半面、持ち株会社の債権者は、複数の子会社の残余財産分配に預かれるメリットがあるとともに、子会社からの保証を取り付ける・契約に財務制限条項を付すなどの方法で自らを保護する工夫をする。また、子会社債権者は、配当制限や詐害行為取消権で保護されるとともに、親会社保証を取り付けるなどの方法で自らを保護する工夫をする。
このように、会社の当事者間には対立する利害があり、当事者は私的自治の範囲内で自らを保護する工夫をしており、会社法はそのバランスを調整している。対立する一方の不利を見るだけでは不十分なゆえんである。

その他にも、施策を出発点としているため本質的な問題点が突き詰められないまま議論が進んでいるものが見られる。

以下、そのような問題があると考えるものについて個別に論じたい。
２．子会社少数株主・債権者の保護に関する議論全般
子会社少数株主・債権者の保護に関する議論には、結論からのトップダウンの弊害が顕著に現れている。
会社の少数株主・債権者について問題になるのは、取締役の横暴に対する保護である。ここで問題とされているのは、取締役が支配株主の意に従って横暴な行為をしている場合であり、その支配株主は親会社には限らない。

しかるに、公開会社法の案において親子関係に関する施策として提示されたばかりに、法制審でも議論が親子関係に矮小化されているのである。
第１１回の部会において、資料に「支配株主が自然人である場合」も検討対象として付記されたが、その観点でまともに議論された形跡はない。
会社の支配株主が自己または他人のために会社財産を流用すれば、会社の少数株主・債権者は害される可能性があり、その危険は親子会社に限らず常に存在するのである。
例えば、いわゆる三ちゃん経営においては会社財産の私生活への流用のような利益相反状態はしばしば見られようし、支配株主が別に経営する会社や支配株主の愛人への会社財産提供・貸付など単純に利益相反ではくくれない事例も想定される。
上場企業でも、通常の取引の外形を備えた売買、貸付、証券投資の形態で資金が流用された例がある（春日電機・佐藤食品工業などの事例参照）。

これらの例に見るように、会社の少数株主・債権者の保護は、親子関係に限定されず、株式会社全般の問題である。
また、証券投資（佐藤食品工業におけるSFCGのCP購入など）など、支配株主との利害・共謀関係が証明しにくく、利益相反の範疇とするには難しい場合も多く、「会社と支配株主の利益相反」などと狭く類型化することは困難であろう。「不公正」などの非常に包括的な類型化しかできまい。
現状、不公正な行為による損害を回復する手段は、取締役への責任追及であるが、法制審でも言われているとおり取締役が無資力で十分な効果がないことが多い。三ちゃん経営では、支配株主が取締役と重なって取締役への責任追及が成立することも多いと思われるが、形だけで無資力の取締役を立てている場合は上記と同様である。
これに何らかの手当てを行うとすれば、支配株主の責任を追及する新しい根拠が必要である。それが、法制審で挙げられたような支配株主の会社ステークホルダーへの忠実義務なのか、piercing the corporate veil論の拡張なのか、あるいはそれ以外（例えば、「取締役の責任を前提に、支配株主にも取締役を選任した責任（任命責任！）を負担させる」などはどうか）なのかはわからないが、問題が株式会社全般に存在することを認識した上で広い視点から検討いただきたいものである。
３．少数株主の株式買取請求権
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本論点は中間試案には含まれなかった。


新たな支配株主が現れたときに少数株主に当該支配株主への株式買収請求権を付与することについては、「支配株主異動＝会社の基礎の変更→少数株主にエグジット権」と短絡している問題がある。
すなわち、公開会社法の案において少数株主の保護策として提示されたばかりに、保護法益の明確化が不十分、かつ、株主と債権者のバランスの考慮が欠けた議論となっているのである。
たしかに、支配株主の異動は、会社の基礎の変更かもしれない。しかし、株主の変更が自由であることは株式会社の本質とも言うべきものである。
創業者個人が支配株主である場合、その逝去に伴う相続で支配株主が変われば少数株主にエグジット権を与えるべきなのか？そんなことはあるまい。
支配株主の交替が会社の基礎を変え得ることは、支配株主が個人であろうと法人であろうと、交替の原因が相続であろうと譲渡であろうと変わりはないのである。支配株主の異動がいやなら持分会社に投資する、または、（ベンチャーキャピタル等の出資のごとく）株主間契約や拒否権付種類株式などで自ら保護する、などの方策を採るべきであり、上場企業の株式に投資する以上（自らコントロールブロックを持っていない限り---後述の第三者割当増資に関する議論）支配株主の異動は基本的に甘受すべきものであろう。
また、会社の基礎に対する信頼が保護法益であるならば、最初にエグジット権が与えられるべきなのは、株主に優先する権利を有する、会社の債権者である。債権者も会社の基礎を信頼して取引に入ったのである。
第１１回の議論において三原幹事が「少数株主は保護されるけれども債権者は保護されないというのはよくわからない」と発言されているとおり、債権者に劣後するはずの少数株主が先に投資を回収する権利を与えられ、沈みかけた船から真っ先に逃げ出すことができるのはおかしいのである。

４．第三者割当増資に関する議論
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B案に対し、私は「反対権は一定比率を保有する株主に限定し、そのような株主がいない場合は異議申述手続は不要とするよう修正すべし」としているが、複数名義での共同保有もあり得ることから、「異議申述手続は不要」は撤回する。
しかし、「一定比率を保有する株主が共同して異議を申述しない限り総会は不要」との考えは不変である。


第三者割当増資について株主総会決議を求める提案も、問題点の絞込みが不十分である。
本提案の出発点には、前記の少数株主の株式買取請求権に関する議論同様、「支配株主の異動は経営者ではなく株主が決定すべし」との概念がある。
しかし、例えば、現在支配株主ではない者からＴＯＢがかけられたという事態を考えよう。この場合、既存の支配株主がある場合、ない場合にかかわらず、少数株主にはＴＯＢに応じるか応じないかの選択しかないし、それに問題があるとは考えられない。すなわち、少数株主には、支配株主を選ぶ権利はなくて当たり前、選べるのは価格である。
一方、既存の支配株主にとって当該株主以外への第三者割当増資は影響が大きい。
このように整理すれば、本提案においては、既存支配株主の支配権こそが保護法益たるべきことがわかる。
この理解によれば、既存支配株主の利益を保護するには当該株主が反対しないことを要求すれば十分であり、株主総会の必要はなかろう。法制審の議論では問題の絞込みが不十分なのである。
但し、既存の支配株主がある場合において第三者割当増資には当該株主の同意を要することとすると、当該株主の反対により会社が真に必要とする資本調達に障害が出る可能性がある。この点については、第１３回部会資料のＢ案のように、既存支配株主の反対がある場合には株主総会がオーバールールできるような制度が解決策として考えられよう（但し、当該Ｂ案は、反対株主の「合計」が一定比率に達した場合に株主総会を要求しているが、上記のとおり少数株主には反対権を与える理由がない。ゆえにB案は、反対権は一定比率を保有する株主に限定し、そのような株主がいない場合は異議申述手続は不要とするよう修正すべきである）。
一方、少数株主についての保護法益は価格なのだから、第三者割当における少数株主保護を論ずるならば、不当に低い価格での第三者割当増資に対する保護が現状の有利発行規制で十分か、という視点から検討すべきである。

「経営者が支配株主を選ぶのは問題」というドグマではなく、「保護法益は何か」からアプローチすべきであろう。
II.　 その他、異なる観点があると思われるもの
次に、異なる観点、ひいては議論に不十分な点があると思われるものについて論じたい。

５．取締役会に関する問題
法制審の議論においては、「執行と監督の分離」を金科玉条のように掲げ、外部者を入れない取締役会を受験者が自ら採点する試験に例える向きがあったが、これは不適切である。
「もしドラ」ではないが、高校の野球部を例に考えよう（但し、「野球部の監督」という地位に特化した人はいないとする）。
チームの方向性や強化計画はチーム会議【取締役会】で決定する【「Ｐ」業務の決定】。
各パートリーダー【業務執行取締役】は、それを所定の分担で執行する【「Ｄ」業務執行】。
パートリーダーは、定期的にチーム会議でその進行状況を報告する【業務執行状況の報告】。
チーム会議メンバーは、パートリーダーの報告を通じて各パートの活動状況を共有し、チーム会議で決定した方向性・計画に沿っているかを検証し、意見を述べる【「Ｃ」監督】。
それを踏まえ、チーム会議は、必要に応じチームの方向性・強化計画等を修正する【「Ａ」業務の決定】。
このように、執行と監督がＰＤＣAサイクルを形成しているのである。そして、ＰＤＣＡの「Ｃ」、すなわち「“Ｐ”に沿っていることのモニタリング」こそが、取締役会の監督の本質である。
少なくとも、監査役設置会社の取締役会は、この例のような、共通の目標を共有する者で形成されるチームであり、受験者と採点者のような対立関係に例えてはならない。
ここで、サッカー部のキャプテンにチーム会議に入ってもらったら【社外取締役】どうだろうか？
チーム強化の方向性や強化計画への有用な意見は得られるであろう【助言機能】し、チーム会議でキャプテンが独裁に走るのを抑止する効果はあるかもしれない【全般的監督機能】。
しかし、このような外部者を入れることは有用であるかもしれないが、必須とは言えない。むしろ、情報管理リスク等、心配の種が増大するデメリットもあろう。
ここで、部の顧問の先生にチーム会議に入ってもらったら【親会社派遣取締役】、助言機能・監督機能とも強化されるであろう。
一方、部費の使用状況は、部員自身やマネージャーでなく独立性を持つ者がチェック【監査】すべきであるのは言うまでもない。

このように、取締役会構成員全員が業務執行取締役であっても「監督」はできる（でなければ法第３６２条第２項第２号はあり得ない。この条文は、監査役設置会社の取締役会すべてに適用されるのだから）。また、親会社派遣取締役は、監督者としてふさわしいとも言える。
これが中央大学の大杉教授が論じておられるとおり「監督」と「監査」を区別すべきゆえんである（「商事法務」誌No.1941・1942）。
そもそも、取締役会が業務を決定する以上、「執行と監督の分離」というのは無理がある。
「執行」と「監督」が対立するものならば、取締役会が決定した業務が不適切でその業務が執行された結果会社に損害が生じた場合、その責任は執行者と取締役会構成員のいずれが負うというのか？（中小企業融資に特化していた銀行において、取締役会主導で「融資が伸びないために収益強化のためノンバンクからの債権買入業務中心に転換する」方針とそれに基づくアグレッシブな収益計画を決定し、執行者がそれに従い経営し、結果的に買入債権の瑕疵により大きな損失を出すようなケースを想定すればよい。）
一方、「利益相反の監督機能」については、監査役の権限が内部統制システムの監査に及んでいることを勘案すれば、相当程度監査役の守備範囲なのではないだろうか。
この理解においては、少なくとも「監督」のために社外者を入れることを強制すべきものとは考えられない。社外取締役の義務付け、社外役員の定義、監査監督委員会の要否と当否は、上記を踏まえて再検討いただきたいと考えるものである。

（学者委員の方々は、ご自分の大学の教授会や理事会になぞらえてお考えになるとよいと思う。）
なお、委員会設置会社は、「執行と監督の分離」によりガバナンスを強化した形、というより、執行者に広範なフリーハンドを与える（欧米的な）「攻めの経営の形」という側面が大きい。
ガバナンスの強化と見られるのは、執行者の権限強化の半面、ブレーキを強化したものと理解すべきである（現在委員会設置会社の形態をとっている大企業の多くは、おそらく法で認められる最大限の権限を執行役に委譲しているのではないだろうか）。
脱線するが、中央大学の大杉教授は、前記論文において、法における委員会設置会社と監査役設置会社の規定を比較し、後者の取締役会決議事項に「経営の基本方針（法第416条第1項第1号イ参照）」が規定されていないことを問題視しておられる。
しかし、法第416条の規定は、「委員会設置会社においては重要な業務の決定の相当部分が執行役に委譲されうるが、経営の基本方針の決定は最低限取締役会に留保すべし」という趣旨であろう。
監査役設置会社の場合は、重要な業務の決定全般が取締役で行われる（法第362条第4項。各号はその注意的例示。）ために、「経営の基本方針」の決定は当然それに包含されるのであり、大杉教授のご指摘には賛成できない。
６．株式併合における買取請求制度に関する議論
株式併合における買取請求制度の提案は、端数処分が進まぬまま会社が破産し単数処分代金は結局支払われなかったという事例を元に、そのような端数権利者の財産権を保護することを目的にしている。
ここで買取請求制度の問題点を検討しよう。
第一の問題点は実効性である。
株式併合により端数が生じることとなる場合、その端数はいずれ端数処分により現金化される。買取請求を認めると、買取請求した株主は、端数処分とは異なる手続きで現金化を追求することになるのみである。
買取価格が争われた場合、決着が長引けば、結局「会社破産→代金不払」という事態は不変であろうし、多数の訴訟が並行すれば会社にとっても社会にとっても非効率である。

もちろん解決に時限が切られるので早期に解決する可能性はあるし、価格面でも端数処分より有利なものが出るかもしれないが、同じ「端数の現金化」という効果のために二つの方法を与える意義があるだろうか。
もう一つの問題点は公平性である。
端数に係る権利の現金化を待つ集団の中で買取請求をしたものだけが先に回収できる可能性がある。さらに買取請求者間でも、請求者ごとに個別に交渉されるので、価格面・時期面で対応がばらつくことがあり得る。すなわち、会社が、新支配株主と縁故がある株主や大口の株主にのみ有利な買取価格を提示するなど交渉力の強い株主に偏頗的対応がなされ、訴訟する力がない零細株主が割を食う可能性が高いのである。

第10回会議における内田関係官の「株式併合に反対しなかった株主は買取請求による保護の必要性は高くない」という判断に強い疑問を感じるものである。
真の問題は、現金化の時期と価格であり、その根源は、「端数に係る権利を有する元株主の権利は、端数株式の集合体たる株式（＝財団のようなもの）に対する債権であり、その処分がなされなければ分配ができない」ところに存する。
とすれば、反対株主・請求株主に限定せず、端数権利者全般を一律に扱いつつ現金化の早期化・価格の公正を図るのが、あるべき議論の方向性ではないだろうか？ 
その観点からも、端数株式処分全般に対して統一した対策を講じることが必要であると思われる。

次項のキャッシュアウトに関する議論と結びつけつつ、従来の枠にとらわれない解決を図るべきではないだろうか。
７．キャッシュアウトに関する議論
キャッシュアウトに関する議論においては、分類に不十分な点があるように思われる。
私は、部会資料１２に準じてキャッシュアウト方法を分類すれば、以下のようになると考える。

（法制審で議論されている株式併合や株式を対価とする全部取得条項付株式の取得以外にも、多数の端数株式を発生させる方法として、高倍率の交換比率の組織再編---例えば、極端に株価が高い会社を存続会社とする吸収合併---なども可能性としては考えられる。）

	直接移転型
	会社取得型
	端数処理型

	旧株主から新支配株主に直接株式が移転する
	旧株主の保有株式すべてを会社が取得する
	支配株主を除く旧株主の保有株式すべてが端数となり現金精算される

	【例】
・現状なし（TOBに株主全員が応募した場合が類似）
・株式売渡請求制度ができればそれが該当
	【例】
・全部取得条項付株式で現金を対価とするもの（100%減資型の場合は対価ゼロ）
・現金を対価とする組織再編（＝消滅会社株式を取得するわけではないが、その対価を存続会社が支払う）
	【例】
・高倍率の株式併合
・全部取得条項付株式で対価として株式を高倍率で割当るもの
・高倍率の交換比率の組織再編


このように分類すれば、それぞれの特徴が浮き出してくる。

株式売渡請求制度は、新支配株主が少数株主の保有株式を強制的に召し上げる特殊な制度であり、その点に強い理論構成が必要であることがわかる。

会社取得型は、例えば、第10回会議における前田委員のご発言「現行の端数処理を適用せずに反対株主かどうかを問うことなしに会社が端数を公正価格で買い取るという制度」であるが、財源規制の問題はあり、債権者に先立って株主に投資を回収させない配慮が必要になる。
端数処理については前項で述べた問題点がある。
解決はこれらの一つのパターンに限定すべきものとは限らない。たとえば、「従来型の端数処分が一定期間内に実行されない場合に新支配株主に買取義務を負わせる」などのハイブリッド型もあり得るので、自由な構想で解決していただきたい。
８．会社分割に関する議論
本件は、議論の方向性についてはさほど問題はないと考えるが、一部に基礎認識が不足している感があるので明確化しておきたい。
詐害的会社分割の問題は、分割会社が実質債務超過であるときに、実質的に「資産＞負債」である権利義務を分割する場合には、発生する可能性が極めて高い。以下の例をご覧いただきたい。

[image: image1.emf]【分割前】

事業資産 12000負債 15000

資本 -3000

12000 12000

清算時債権者回収率 80%

【分割後承継会社】 【分割後分割会社】

事業資産 10000負債 9000 事業資産 2000負債 6000

資本 1000 株式 1000資本 -3000

10000 10000 3000 3000

清算時債権者回収率 100% 清算時債権者回収率 50%


すなわち、承継される権利義務に含まれる債権者が偏頗的弁済を受けるのである。「債務の履行の見込みがあること」の開示が求められるゆえんである。
このように、現行制度のベースとなっている「分割会社は切り出した権利義務と等価のものを受け取っているのでプラスマイナスゼロ」という考え方は、必ずしも正しくない。
また、新設分割は、新たに親子関係を創出するため、分割会社に残る債権者と新設会社に移る債権者の関係は以下のようになる（冒頭「２．」にて述べたとおり）。
１）一般的に新設会社資産に対しては、分割会社に残る債権者が新設会社に移る債権者に劣後することになる結果、分割会社に新設会社株式以外の資産が乏しい場合は分割会社に残る債権者の返済引当が減少する。
２）新設会社が実質債務超過の場合、新設会社に移る債権者について返済引当が減少する一方、分割会社に残る債権者の損失はその分限定され得る。
このように、吸収分割は事業譲渡、新設分割は親子関係創設、すなわち債権者のランクが変化するという要素を含むものであるが、これを正当に認識しておられる委員とそうでない委員がおられるようである。

上記を踏まえたうえで承継される債権者と承継されない債権者の関係を考慮していただきたい。
９．その他親子関係に関する議論
二重代表訴訟、子会社株式の譲渡への親会社株主の関与、子会社の重要な意思決定への親会社株主の関与についても強い違和感はあるが、現時点ではその根拠を理論的にまとめることができない。
但し、理論的に筋を通すことと、親会社・子会社の債権者との利益衡量等全体最適に留意することはぜひともお願いしたい（冒頭「２．」にて述べたようなステークホルダー相互の関係等）。
特に、藤田幹事の「子会社株式の譲渡を事業譲渡ではなく子会社清算との比較で考えると？」というコメントは大きなヒントのように思う（同様に考えれば、子会社を上場する時にも親会社株主の承認を要することになる）。
また、二重代表訴訟については、100%子会社以外は認めないのは当然であるが（子会社少数株主の頭越しに親会社株主が出しゃばるのはおかしい）、100%子会社には認めながらごくわずかでも少数株主がいれば認めない、ということには積極的理論武装が必要と考える。
III.　その他法制審に提言したい課題
その他、法制審では議論の対象となっていないが早期に解決が望まれる課題につき述べたい。
１０．株主総会における議案修正の制限
株主総会において、支配株主の提出した動議により、議案が修正された上で可決されることが散見される
それらは主に取締役選任議案であり、参考書類記載の候補者がほとんど入れ替えられてしまう例もある。会社側にとって青天のへきれきのクーデターということもあろう。
支配株主が会社からの搾取を一気に進めようとする場合、まずすることは取締役を送り込むことである。
代表取締役の異動は、臨時報告書提出を要することとされているとおり、投資家の大きな関心事でもあるが、書面により議決権を行使した少数株主が当該議案修正を知るのは、数日後に決議通知を受領したときである。

上記のとおり、修正動議による修正は、参考書類による情報開示に基づく書面投票の趣旨をスポイルするものであり、支配株主が存在する会社への投資に本源的に伴うリスクというには過大であろう。
また、支配株主がない場合でも、委任状勧誘の上で修正動議を出せば、取締役候補者を提案することも可能と思われるが、これも株主提案手続（総会の8週間前に提出を要する）をバイパスすることになる。
情報開示は、多数の株主を擁する会社において少数株主を保護する手段の1つであり、それを潜脱することができるのは問題であろう。
この問題への対策としては、参考書類を作成する会社（＝書面投票会社）の株主総会においては、参考書類記載の内容に修正を加えることはできないこととするなどが考えられよう。
１１．委任状勧誘制度の改善
現在の委任状制度は、民法の委任をベースとしている。
そのため、委任状勧誘内閣府令には、委任状を提出／受領したことによる法律効果については何ら規定がない。
しかし、民法上、委任・受任は撤回が自由である。
委任状提出者は、委任状記載のとおり議決権が行使されることを期待しているが、受領者はそれを受任しないことができる道理であり、株主の意思が総会に反映されない可能性がある。
このように、委任状勧誘制度には改善が必要と考えられる（金融庁所管であろうとは思うが）。書面投票制度が確立している中での委任状勧誘制度の存在意義を含め、再検討をお願いしたい。
IV.　まとめ
このように、法制審の議論には種々の問題がある。

あらためて事務局において、公開会社法案にとらわれず問題点の絞り込み・抽象化の作業を行い、保護法益を明確化、ステークホルダー間のバランスを衡量した上で、中間試案をまとめていただくよう強く希望する。

以上
_1386879903.xls
Sheet1

				【分割前】 ブンカツマエ

				事業資産 ジギョウシサン		12000		負債 フサイ		15000

								資本 シホン		-3000

						12000				12000

				清算時債権者回収率 セイサンジサイケンシャカイシュウリツ						80%

				【分割後承継会社】 ブンカツゴショウケイガイシャ										【分割後分割会社】 ブンカツゴブンカツガイシャ

				事業資産 ジギョウシサン		10000		負債 フサイ		9000				事業資産 ジギョウシサン		2000		負債 フサイ		6000

								資本 シホン		1000				株式 カブシキ		1000		資本 シホン		-3000

						10000				10000						3000				3000

				清算時債権者回収率 セイサンジサイケンシャカイシュウリツ						100%				清算時債権者回収率 セイサンジサイケンシャカイシュウリツ						50%





Sheet2

		





Sheet3

		






